（様式６－１）※両面印刷で出力してください。

情報機器・サービスに関する調書
商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　
◆申請種別◆　（希望する種別に○を付してください。※様式２（３）申請種別と一致させること。）
〔　情報機器製造業（010402）　・　情報機器卸小売業（020402）　・　情報サービス業（050801）　〕
１ 情報機器・サービスに関する主な事業分野（具体的に）
	


※ 主な営業種目のほか、申請者が得意とする具体的な事業分野、ＰＲ等を自由に記載してください。
２ 従業員の構成　　　総数　　　名（うち情報システム部門　　　名）
	(1) 情報システム部門の構成　※合計は上記情報システム部門の従業員数と一致。
※ 情報システム部門に所属する下記職種の従業員数を記載してください。
① ＳＥ・プログラマー
名
② その他の技術者
名
③ 営業・事務・その他
名

	(2) ＳＥ・プログラマーの経験年数　※合計は上記ＳＥ・プログラマーの人数と一致。
① １０年以上
名　　　
② ５年以上
名
③ ２年以上　　
名
④ ２年未満
　名


※ 年間委任するときは、受任者の所属している事業所の情報システム部門の所属人数を(1)・(2)ともに括弧書き等で分かるように記載してください。

※ 情報システム部門の構成人員には、他部門と兼務している従業員は含みません。
３ 従業員が保有する資格

	(1) 情報処理技術者試験合格者数

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	(2) その他の資格の保有者数

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）

	
	
（　　名）
	
（　　名）


※ (1)には、情報修理技術者試験の資格名（旧名称を含む。）及び保有人数を記載してください。
※ (2)も(1)と同様ですが、メーカー等の認定資格の場合は、当該メーカー名も記載してください。

４ 市内の事業所（所在地、事業所名、従業員数、主な業務 等）

	


　※ 本社所在地が市内の場合は記載の必要はありません。ただし、市内に複数の事業所等がある場合は本社以外の事業所等（年間委任するときは、受任者の所属している事業所等を含む）について、記載してください。
５ 関連会社等

	


※ 関連会社に対してシステム開発・保守等の再委託をも想定している場合、当該関連会社との関係及び表面の１から上記４に相当する事項等を簡潔に記載してください。（再委託は、契約約款に基づく所定の手続きにより本市が承諾した場合に限って認められるものですので、本欄への記載をもって全ての再委託が可能となるものではないことに留意してください。）
６ 開発・納入等の実績（過去５年間）
（契約金額）単位：千円
	契約の相手方
	区分
	契約期間
	契約内容
	契約金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※ 「区分」には、物品又は役務と記載してください。（物品の場合は契約期間には契約日を記載）
※ 官公庁・民間を問わず、額が大きい等の主要なものから記載してください。

７ 取扱メーカー・製品等
	種類
	取扱メーカー・製品等
	特記事項

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※ 「種類」には、当該機器等の一般的な名称（「サーバ」「ルータ」等）を記載してください。
※ 記載したメーカーの一次代理店や特約店等である場合、メーカー名の前に○を付してください。

※ 特に説明を要する事項があれば、「特記事項」に記載してください。（技術者の在籍状況、対応可能なＯＳ、アプリケーション等）
※市使用欄（受付番号）








